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(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期 52,207 1.6 921 1.4 868 △22.0 △1,129 ―

19年12月期 51,397 1.2 908 15.4 1,113 0.9 649 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年12月期 △22 75 ― ― △4.1 1.5 1.8

19年12月期 13 05 13 01 2.2 2.0 1.8

(参考) 持分法投資損益 20年12月期 ―百万円 19年12月期 △16百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期 56,634 26,412 46.5 531 04

19年12月期 60,427 29,175 48.2 585 86

(参考) 自己資本 20年12月期 26,340百万円 19年12月期 29,141百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年12月期 1,813 1,568 △3,990 1,610

19年12月期 2,640 △9,432 6,832 2,380

１株当り配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
(連結)

純資産
配当率 
(連結)(基準日) 期末 年間

円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年12月期 11 00 11 00 547 84.3 1.9

20年12月期 ８ 00 ８ 00 396 ― 1.4

21年12月期(予想) ８ 00 ８ 00 396 79.5 1.4

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 25,000 △2.8 100 △85.5 170 △79.1 △1,200 ― △24 16

通 期 52,400 0.4 800 △13.2 820 △5.6 500 ― 10 07
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4. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  無 

② ①以外の変更         無 

  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

(参考) 個別業績の概要 

1.20年12月期の個別業績（平成20年１月１日～平成20年12月31日） 

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

2.21年12月期の個別業績予想（平成21年１月１日～平成21年12月31日） 

 

 
  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想につきましては本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績
は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記の業績予想に関する事項につきましては４ペ
ージをご参照願います。 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 20年12月期 51,612,959株 19年12月期 51,612,959株

② 期末自己株式数 20年12月期 2,011,254株 19年12月期 1,871,954株

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期 36,768 1.8 716 27.2 765 △9.4 △911 ―

19年12月期 36,103 5.6 563 △19.6 844 △27.9 546 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

20年12月期 △18 34 ― ―

19年12月期 10 98 10 94

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期 44,599 30,658 68.6 616 73

19年12月期 47,699 32,891 68.9 660 65

(参考) 自己資本 20年12月期 30,590百万円 19年12月期 32,861百万円

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 17,500 △3.3 △20 ― 230 △56.1 △770 ― △15 50

通 期 36,500 △0.7 0 △100.0 240 △68.7 550 ― 11 07
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１ 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

(当期の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、前年度から引き続く石油製品など原材料価格の高騰するな

か、上期は輸送機器や家電ＩＴ製品など輸出製品の増加をはじめとした鉱工業生産の拡大による緩やか

な景気回復基調にありました。一転、下期は米国金融危機の深刻化および世界各国の実体経済の急速な

悪化から、素材価格は下落に転じたものの、輸出や設備投資の減少、消費者マインドの冷え込みなどに

よる需要減少から、企業収益は大幅に悪化いたしました。 

 この厳しい経済環境下、段ボール業界の生産量は前年比97.1％と減少いたしました。さらに、第４四

半期には、前年度に引き続き、中国の段ボール需要拡大による古紙価格上昇などを原因として主原材料

である段ボール原紙が値上りをいたしました。 

 このようななか、当社グループは、品質向上とともに継続的改善活動としての「ＩＣ活動」を推進し

てまいりました。前年度の段ボール原紙値上げに対する製品価格修正は「再生産可能な適正価格」の維

持に一定の成果を収めました。さらに、第４四半期の原紙値上げに対応した製品価格の修正活動を鋭意

継続中であります。また、包装設計技術を駆使した提案型販売を展開して販売競争力を強化してまいり

ました。 

 中京地区段ボール事業再編の中核となる三好新工場は、「みよし事業所」として2009年５月の操業を

予定いたしております。 

 海外子会社においては、ハイモールを生産するマレーシアとベトナムが大きく販売を伸ばしました。

ベトナムでは旺盛な需要に対して資本を増強し、中国では華南地区における安定した生産拠点の確保の

ため、生産委託先へ投資し、地域情勢に応じた事業展開をしてまいりました。 

 収益面では、予想を上回る諸資材の高騰に加え、第４四半期からの段ボール原紙値上げと急激な景気

後退によって経常利益は減益となり、投資有価証券評価損などによって当期純損失となりました。 

 以上の結果により、当社グループの業績は次のとおりとなりました。 

〔連結〕 

売上高     52,207百万円  前期比 101.6％ 

経常利益       868百万円  前期比  78.0％ 

当期純損失    1,129百万円  (前期は当期純利益649百万円) 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

・包装材関連事業 

当セグメントにおきまして、売上高は51,870百万円(前期比101.5％)となりました。部門別の売上

高は次のとおりであります。 

段ボール部門  36,033百万円  前期比 102.9％ 

印刷紙器部門   8,110百万円  前期比 102.8％ 

軟包装材部門   2,800百万円  前期比 111.6％ 

その他部門    4,926百万円  前期比  87.1％ 

・不動産賃貸事業 

当セグメントにおきまして、売上高は336百万円(前期比110.5％)となりました。 

・製版事業 

当セグメントにおきまして、売上高は０百万円(前期比45.2％)となりました。 
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(次期の見通し) 

次期の見通しにつきましては、わが国経済は、「100年に１度」の厳しい経済環境が継続されるも

のと予測されます。これまで景気牽引した輸送機器や家電ＩＴ企業をはじめとして、減産や雇用調整

が進行しており、設備投資の減少や個人消費の冷え込みによる一層の景気の悪化が懸念されます。 

包装業界においても引き続き需要減少を見込まざるを得ない状況にあります。 

こうした環境下に当社グループは、再生産可能な適正価格の維持と生産量の確保、徹底したコスト

削減をさらに進めてまいります。 

 総合包装企業として、コア部門である段ボール製品に印刷紙器や軟包装、紙製緩衝材ハイモール、

プラスチック段ボールなどの製品群をはじめ、個装から外装、包装作業までを設計提案する販売活動

を展開いたします。さらに、海外子会社と国内拠点との連携を密にした販売活動を継続強化いたしま

す。 

 「みよし事業所」は、2009年５月に操業を開始し、この経済環境にあって、益々厳しくなる顧客の

ニーズにかなった製品づくりを、最新鋭設備による高効率化と高品質化によって、具現化いたしま

す。 

 海外においても日系顧客企業の生産が減退しているため、特に中国およびマレーシアの子会社で

は、生産性と歩留り改善、雇用調整など製造コスト削減を開始しております。なお、DYNAPAC(HANOI)

CO.,LTD.は収益獲得に向けた体制づくりに一層注力してまいります。 

 コスト削減には、国内外の事業拠点の再編成や本社機構改編による経営効率の向上に着手しており

ます。また、継続的改善活動「ＩＣ活動」によって技術の伝承と人材育成を図るとともに、一層の生

産性と歩留りの向上を推進してまいります。さらに、役員の報酬カットをはじめ、徹底した経費削減

を実行し、収益力の回復に努めます。 

次期の見通しは次のとおり予測しております。 

〔連結〕 

売上高     52,400百万円  前期比 100.4％ 

経常利益      820百万円  前期比  94.4％ 

当期純利益         500百万円  (前期は当期純損失1,129百万円) 

〔個別〕 

売上高     36,500百万円  前期比  99.3％ 

経常利益      240百万円  前期比  31.3％ 

当期純利益     550百万円  (前期は当期純損失911百万円) 

4



(2) 財政状態に関する分析 

①当連結会計年度概況 

(a)資産の部 

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度に比べ28億６百万円減少し209億33百万円とな

りました。これは、主に保有していた債券が償還されたことなどによるものであります。 

当連結会計年度末の固定資産は、前連結会計年度末に比べ９億86百万円減少し357億円となりま

した。これは、主に2009年５月操業予定の新工場建設に伴う資産購入による増加があったものの、

当社が保有している投資有価証券の評価の下落に伴う含み益の減少などの減少要因が上回ったこと

などによるものであります。 

この結果、当連結会計年度末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ37億93百万円減少

し566億34百万円となりました。 

(b)負債の部 

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ11億１百万円減少し267億81百

万円となりました。これは、主に短期借入金および一年以内返済長期借入金の返済などによるもの

であります。 

当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ71百万円増加し34億40百万円と

なりました。これは、主に圧縮積立金の積立にかかる繰延税金負債を計上したことなどによるもの

であります。 

この結果、当連結会計年度末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ10億30百万円減少

し302億22百万円となりました。 

(c)純資産の部 

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ27億63百万円減少し、264億12百万円と

なりました。これは、主に当期純損失の計上、剰余金からの配当金の支払および投資有価証券の含

み益の減少に伴うその他有価証券評価差額金の減少などによるものであります。 

②当連結会計年度のキャッシュ・フロー状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は前連結会計年度末に比べ

７億70百万円減少し、16億10百万円となりました。 

 これは営業活動により得られた資金18億13百万円、投資活動により得られた資金15億68百万円お

よび財務活動により使用した資金39億90百万円によるものであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により得られた資金は18億13百万円(前連結会計年度は26億40百万円)となりました。主な

要因は、税金等調整前当期純利益５億50百万円、減価償却費12億38百万円および減損損失６億51百万

円などによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により得られた資金は15億68百万円(前連結会計年度は94億32百万の支出)となりました。

主な要因は、有形固定資産取得による支出22億40百万円などの支出がありましたが、保有有価証券の

償還による収入10億円および有形固定資産の売却による収入26億49百万円などの収入が上回ったこと

などによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により使用した資金は39億90百万円(前連結会計年度は68億32百万円の収入)となりまし
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た。主な要因は、短期借入金の返済22億15百万円および長期借入金の返済11億73百万円などによる

ものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
(注)上記各指標の算出方法は次のとおりであります。 

自己資本比率＝自己資本÷総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産 

債務償還年数＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー÷利払い 

なお、株式総額は、期末株価×(期末発行済株式総数-自己株式数)により算出しており、営業キ

ャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て

の負債を対象としております。利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。また、各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、今後の長期・安定的な事業展開に備え、企業体質の強化のために内部留保を高めつつ、株主

各位に対して安定的かつ継続的な利益の還元を行うことを基本方針としております。 

 内部留保資金は、将来の企業価値の極大化に向けて、新規事業・生産設備等に投資するなど長期的視

点で考えてまいります。 

 しかしながら、当期は業績が予想を大幅に下回る結果となり、連結業績および当社の財務状況等を勘

案し、2009年１月23日開催の取締役会において、配当金を１株８円とし、支払開始日を2009年３月11日

とすることを決議いたしました。 

 なお、2009年12月期は大変厳しい業績見通しをたてておりますが、今後とも強固な財務体質を堅持で

きるものと考えておりますので、できる限りの安定配当を継続することとし、年間８円の１株当たり配

当をしたいと考えております。 

  

平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期

自己資本比率(％) 56.8 56.5 48.2 46.5

時価ベースの自己資本比率(％) 43.8 40.9 30.7 28.6

債務償還年数(年) 1.0 1.0 4.0 3.8

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

74.3 50.4 26.3 11.2
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(4) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクについては、以

下のようなものがあります。 

 なお、これらは当社グループ事業に関するすべてのリスクを網羅したものではありません。今後の社

会・経済情勢の変更等により発生し得るリスクを含め、各部門において事前にリスク分析、ならびに対

応策の検討を行うこと等により問題発生の未然防止の徹底を図るとともに、リスク発生時における影響

を最小化するよう努めてまいります。 

①主要製品の価格変動について 

当社グループの主要製品である包装資材関連製品は受注生産であり、取引先の動向、景気の影響、

消費者の嗜好、天候の状況等による顧客の生産高の増減が当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、包装資材関連製品の価格は市況により変化するため、業界の再編等による業界動向が当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②主要原材料の価格変動について 

当社グループの主要原材料である段ボール原紙の価格は市況により変化するため、主要原材料の変

化が当社グループ業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③生産体制の再編について 

当社グループは、中京地区の段ボール生産拠点として最新鋭工場を建設(2009年５月操業予定)して

おります。その過程において発生する生産体制、生産設備の見直しが当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

④海外事業について 

当社グループは、ユーザーの海外生産移管に伴い、中国をはじめ東南アジアに事業展開しておりま

す。海外事業に関しましては、リスクを十分に検討したうえで意思決定を行っておりますが、為替変

動および進出先の経済的、政治的な変化が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤資金運用について 

当社グループは、有価証券を保有しており、金利動向および株式市場動向が当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

⑥その他 

地震、火災等の自然的、人的災害およびその他操業に影響する事故等が発生した場合、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２ 企業集団の状況 

最近の有価証券報告書(平成20年３月31日提出)における「事業系統図(事業の内容)」および「関係会

社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

３ 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、段ボール・印刷紙器・軟包装材を併せ持つ総合包装企業として、「パッケージを通

じて社会のあらゆるニーズに応え、社会の役に立つ企業を目指す」ことを経営理念としております。

「人に、モノに、地球にやさしい企業」として、顧客・株主・社員を含めた社会にいたるまで、満足を

超えた“感動”を提供し続ける企業を目指しております。また、「中京圏から関東・東北圏にあって当

社の強みを生かし、包装業界で存在感のある企業であり続ける」ことをビジョンとして、スリムで柔軟

な組織の構築ならびに社員モチベーションの充実によって、「創造、チャレンジ、スピード」のスロー

ガンのもと、積極的な企業活動を展開いたします。 

(2) 目標とする経営指標 

2008年度を最終年度とする数値目標を掲げておりましたが、経営環境の急激な悪化により未達に終わ

ることとなりました。 

 新たな目標の設定につきましては、混乱が著しい現在の環境の沈静化を見極めたうえで検討を開始す

る予定です。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、高収益構造の構築に向け、全体最適をキーワードにグループ内統廃合・再編成を行

うとともに、将来の展望を持った新規事業の創出および拡大に経営資源を投入しております。 

①取組み姿勢 

・お客様第一 “すべての視点をお客様に” 

・全体最適  “ダイナパックグループの結束を強化し部門横断的問題解決” 

・意識改革  “変化→進化→成果による競争力の強化” 

②具体的経営戦略 

・お客様価値の向上 

段ボールと印刷紙器、軟包装材、紙製緩衝材ハイモール、プラスチック段ボールなどに包装作業

を請負う装製事業を組み合わせた提案販売である「トータルパッケージソリューション」の展開 

高品質パッケージと高品質サービスの提供 

・製販一体とエリア強化 

地域に密着したサービス体制の構築 

本社の拠点支援機能の向上 

・社員モチベーションの向上 

安全で働き甲斐のある職場作り 

人事評価体系の見直し 

・財務体質の強化 

グループ資金の集中管理とフリーキャッシュ・フローの増大 

・内部統制管理体制の運用 

コンプライアンス、リスク管理 
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(4) 会社の対処すべき課題 

急激な景気後退期にあって、再生産可能な適正価格の維持と生産量確保、徹底したコスト削減によっ

て収益改善を推進してまいります。 

 また、「地球にやさしい企業」として、循環型社会形成を目的とした包装資材の３Ｒ(リデュース、

リユース、リサイクル)活動を支援する段ボールリサイクルマークの普及に努めており、既に当社で印

刷した段ボール製品の71％に段ボールリサイクルマークを印刷いたしました。2009年10月には90％の印

刷率を目標としております。 

 さらに、地球温暖化問題への対応として、当社の温室効果ガス排出の抑制に向けた、基礎データの収

集と分析を開始いたします。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４ 連結財務諸表 

(1) 連結貸借対照表 

  
前連結会計年度 

(平成19年12月31日)

当連結会計年度 

(平成20年12月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,388,990 1,624,256 △764,734

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 17,169,806 16,123,602 △1,046,203

 ３ 有価証券 1,000,170 ― △1,000,170

 ４ たな卸資産 1,945,251 2,197,903 252,652

 ５ 繰延税金資産 298,353 51,234 △247,119

 ６ その他 972,679 959,791 △12,887

   貸倒引当金 △34,931 △22,968 11,962

   流動資産合計 23,740,319 39.3 20,933,819 37.0 △2,806,500

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 14,261,669 13,052,666 △1,209,003

    減価償却累計額 △9,187,002 5,074,666 △8,581,921 4,470,744 △605,080 △603,922

  (2) 機械装置及び運搬具 ※２ 26,154,538 25,796,391 △358,147

    減価償却累計額 △22,593,241 3,561,297 △22,579,784 3,216,607 △13,456 △344,690

  (3) 土地 ※２ 9,230,780 8,705,863 △524,917

  (4) 建設仮勘定 ― 3,010,072 3,010,072

  (5) その他 1,914,894 1,703,546 △211,348

    減価償却累計額 △1,476,316 438,577 △1,435,959 267,586 △40,357 △170,991

    有形固定資産合計 18,305,323 30.3 19,670,873 34.7 1,365,550

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 293,986 111,277 △182,709

  (2) その他 217,965 270,949 52,984

    無形固定資産合計 511,951 0.8 382,226 0.7 △129,724

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 17,073,726 14,948,798 △2,124,927

  (2) 繰延税金資産 294,242 235,667 △58,575

  (3) その他 790,567 753,876 △36,690

    貸倒引当金 △288,296 △290,514 △2,217

    投資その他の資産合計 17,870,239 29.6 15,647,828 27.6 △2,222,411

   固定資産合計 36,687,514 60.7 35,700,928 63.0 △986,585

   資産合計 60,427,834 100.0 56,634,748 100.0 △3,793,085
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前連結会計年度 

(平成19年12月31日)

当連結会計年度 

(平成20年12月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※１ 14,656,775 14,223,955 △432,820

 ２ 短期借入金 9,200,539 6,736,764 △2,463,774

 ３ 一年以内返済予定 

   長期借入金
※２ 1,088,940 37,440 △1,051,500

 ４ 未払法人税等 181,833 505,739 323,906

 ５ 賞与引当金 375,518 363,061 △12,457

 ６ その他 ※１ 2,378,820 4,914,393 2,535,573

   流動負債合計 27,882,426 46.1 26,781,354 47.3 △1,101,072

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 269,036 110,610 △158,426

 ２ 繰延税金負債 1,068,544 1,347,277 278,733

 ３ 退職給付引当金 1,827,294 1,792,514 △34,780

 ４ その他 204,899 190,429 △14,470

   固定負債合計 3,369,774 5.6 3,440,830 6.1 71,056

   負債合計 31,252,201 51.7 30,222,185 53.4 △1,030,015

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,000,000 6.6 4,000,000 7.0 ―

 ２ 資本剰余金 16,986,679 28.1 16,986,679 30.0 ―

 ３ 利益剰余金 7,155,805 11.9 5,475,390 9.7 △1,680,415

 ４ 自己株式 △917,071 △1.5 △969,432 △1.7 △52,361

   株主資本合計 27,225,414 45.1 25,492,637 45.0 △1,732,776

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 

   差額金
1,810,008 3.0 1,036,244 1.8 △773,764

 ２ 為替換算調整勘定 105,651 0.2 △188,540 △0.3 △294,191

   評価・換算差額等合計 1,915,659 3.2 847,703 1.5 △1,067,955

Ⅲ 新株予約権 29,925 0.0 68,188 0.1 38,263

Ⅳ 少数株主持分 4,634 0.0 4,032 0.0 △601

   純資産合計 29,175,632 48.3 26,412,562 46.6 △2,763,070

   負債純資産合計 60,427,834 100.0 56,634,748 100.0 △3,793,085
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(2) 連結損益計算書 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年１月１日 

  至 平成19年12月31日)

当連結会計年度 

(自 平成20年１月１日 

  至 平成20年12月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 51,397,215 100.0 52,207,986 100.0 810,771

Ⅱ 売上原価 ※１ 42,978,886 83.6 43,788,895 83.9 810,008

   売上総利益 8,418,329 16.4 8,419,091 16.1 762

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 7,510,255 14.6 7,497,880 14.3 △12,375

   営業利益 908,073 1.8 921,211 1.8 13,137

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 31,544 22,449 △9,095

 ２ 受取配当金 135,515 172,668 37,152

 ３ 資金運用益 158,824 35,979 △122,845

 ４ 雑収入 70,195 396,079 0.8 91,677 322,774 0.6 21,481 △73,305

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 103,922 160,131 56,209

 ２ 持分法による投資損失 16,514 ― △16,514

 ３ 為替差損 36,636 161,833 125,197

 ４ 雑損失 33,839 190,912 0.4 53,355 375,320 0.7 19,516 184,408

   経常利益 1,113,241 2.2 868,664 1.7 △244,576

Ⅵ 特別利益

 １ リース資産減損勘定 

   取崩額
※４ 70,655 ― △70,655

 ２ 貸倒引当金戻入益 3,523 ― △3,523

 ３ 固定資産売却益 ※５ 2,430 1,986,764 1,984,334

 ４ 投資有価証券売却益 31,954 10,169 △21,785

 ５ 関係会社株式売却益 22,117 ― △22,117

 ６ その他 7,264 137,946 0.3 22,162 2,019,096 3.9 14,897 1,881,150

Ⅶ 特別損失

 １ 減損損失 ※９ 201,053 651,881 450,828

 ２ 固定資産売却損 ※６ 19,968 14,714 △5,253

 ３ 固定資産除却損 ※７ 46,213 62,840 16,626

 ４ 臨時償却 ― 81,520 81,520

 ５ 投資有価証券評価損 39,249 918,231 878,981

 ６ 会員権評価損 ― 3,500 3,500

 ７ 役員退職金 25,100 ― △25,100

 ８ 特別退職金 24,746 ― △24,746

 ９ 貸倒引当金繰入 ―  15,970 15,970

 10 工場閉鎖費用 37,740 ― △37,740

 11 土壌汚染対策費用 45,182 436,877 391,695

 12 その他 ※８ 5,914 445,168 0.9 151,642 2,337,178 4.5 145,728 1,892,009

   税金等調整前当期純利益 806,018 1.6 550,582 1.1 △255,435

   法人税、住民税 

   及び事業税
252,302 590,564 338,261

   法人税等調整額 △95,575 156,727 0.3 1,090,077 1,680,641 3.3 1,185,652 1,523,913

   少数株主利益又 

   少数株主損失(△)
239 0.0 △170 0.0 △410

   当期純利益又は 

   当期純損失(△)
649,051 1.3 △1,129,888 △2.2 △1,778,939
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(千円) 4,000,000 16,986,679 7,058,220 △909,166 27,135,733

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △547,387 △547,387

 当期純利益 649,051 649,051

 自己株式の取得 △12,553 △12,553

 自己株式の処分 △4,079 4,648 569

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

― ― 97,585 △7,905 89,680

平成19年12月31日残高(千円) 4,000,000 16,986,679 7,155,805 △917,071 27,225,414

評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(千円) 2,394,940 96,613 2,491,554 ― 5,289 29,632,577

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △547,387

 当期純利益 649,051

 自己株式の取得 △12,553

 自己株式の処分 569

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△584,932 9,037 △575,894 29,925 △655 △546,624

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△584,932 9,037 △575,894 29,925 △655 △456,944

平成19年12月31日残高(千円) 1,810,008 105,651 1,915,659 29,925 4,634 29,175,632
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当連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高(千円) 4,000,000 16,986,679 7,155,805 △917,071 27,225,414

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △547,151 △547,151

 当期純損失 △1,129,888 △1,129,888

 自己株式の取得 △58,393 △58,393

 自己株式の処分 △3,376 6,031 2,655

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

― ― △1,680,415 △52,361 △1,732,776

平成20年12月31日残高(千円) 4,000,000 16,986,679 5,475,390 △969,432 25,492,637

評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(千円) 1,810,008 105,651 1,915,659 29,925 4,634 29,175,632

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △547,151

 当期純損失 △1,129,888

 自己株式の取得 △58,393

 自己株式の処分 2,655

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△773,764 △294,191 △1,067,955 38,263 △601 △1,030,293

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△773,764 △294,191 △1,067,955 38,263 △601 △2,763,070

平成20年12月31日残高(千円) 1,036,244 △188,540 847,703 68,188 4,032 26,412,562
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日)

当連結会計年度 

(自 平成20年１月１日 

至 平成20年12月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 806,018 550,582 △255,435

   減価償却費 1,141,231 1,238,713 97,482

   減損損失 201,053 651,881 450,828

   リース資産減損勘定取崩額 △70,655 ― 70,655

   臨時償却 ― 81,520 81,520

   賞与引当金の増減額(減少：△) 164,010 △11,751 △175,762

   退職給付引当金の増減額 

   (減少：△)
△57,182 △34,780 22,402

   貸倒引当金の増減額(減少：△) △11,799 △9,744 2,054

   受取利息及び受取配当金 △167,060 △195,117 △28,057

   資金運用益 △158,824 △35,979 122,845

   支払利息 103,922 160,131 56,209

   持分法による投資損失 16,514 ― △16,514

   固定資産売却益 ― △1,986,764 △1,986,764

   固定資産除却損 46,213 62,840 16,626

   投資有価証券売却益 △31,954 △10,169 21,785

   関係会社株式売却益 △22,117 ― 22,117

   投資有価証券評価損 39,249 918,231 878,981

   売上債権の増減額(増加：△) △621,190 871,562 1,492,752

   たな卸資産の増減額(増加：△) △22,839 △285,760 △262,921

   仕入債務の増減額(減少：△) 898,778 △281,217 △1,179,996

   その他の増減額 240,443 280,772 40,329

    小計 2,493,812 1,964,950 △528,862

   利息及び配当金の受取額 165,748 195,117 29,369

   資金運用による収入 161,987 83,746 △78,241

   利息の支払額 △100,424 △162,599 △62,175

   法人税等の支払額 △186,652 △267,263 △80,611

   法人税等の還付による収入 106,034 ― △106,034

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
2,640,505 1,813,950 △826,555
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前連結会計年度 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日)

当連結会計年度 

(自 平成20年１月１日 

至 平成20年12月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △24,090 △23,144 946

   定期預金の払戻による収入 52,560 17,634 △34,926

   有形固定資産の取得による支出 △4,016,214 △2,240,098 1,776,115

   有形固定資産の売却による収入 23,078 2,649,373 2,626,295

   保有債券の償還による収入 ― 1,000,000 1,000,000

   投資有価証券の取得による支出 △5,048,781 △95,891 4,952,890

   投資有価証券の売却による収入 351,528 20,228 △331,300

   関係会社株式の売却による収入 363 ― △363

   連結範囲の変更を伴う 

   子会社出資金取得による支出
※２ △130,902 ― 130,902

   土地の売却による手付金収入等 ― 284,083 284,083

   貸付による支出 △642,294 △5,797 636,497

   貸付金の回収による収入 11,965 21,096 9,130

   その他(純額) △9,288 △59,364 △50,076

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△9,432,076 1,568,118 11,000,195

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 

   (減少：△)
7,516,686 △2,215,591 △9,732,277

   長期借入金の返済による支出 △125,440 △1,173,363 △1,047,923

   配当金の支払額 △546,894 △545,872 1,021

   自己株式の取得による支出 △12,621 △58,716 △46,095

   その他(純額) 719 2,660 1,940

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
6,832,450 △3,990,883 △10,823,333

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
△14,655 △161,430 △146,774

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

  増減額(減少：△)
26,224 △770,244 △796,468

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,354,456 2,380,680 26,224

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,380,680 1,610,436 △770,244
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数21社

    連結子会社の名称

 大日本紙業株式会社、日本ハイパック株式会

社、東日本ハイパック株式会社、新日本ハイパッ

ク株式会社、宮城ハイパック株式会社、山形ハイ

パック株式会社、富士ハイパック株式会社、株式

会社東装、沼津ハイパック株式会社、株式会社ユ

ニオンパック、神原段ボール株式会社、株式会社

ディー・ピー・エス、株式会社パックスアイチ、

サン・パッケージ株式会社、株式会社エコリー

ブ、蘇州太陽包装有限公司、亦普(上海)包装技術

有限公司、HI-PACK(HK)LTD.、愛柏包装制品貿易

( 深 圳 ) 有 限 公 司、NIPPON HI-PACK(MALAYSIA)

SDN.BHD.、DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD. 

 なお、前連結会計年度において持分法適用関連

会社としておりましたNEW TOYO DYNAPAC CO.,LTD 

.につきましては平成19年12月18日に持分を追加

取得したことにより連結子会社となり、平成19年

12月31日現在の貸借対照表を連結しております。

また、同社は商号をDYNAPAC(HANOI)CO.,LTD.に変

更しております。

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社の数21社

    連結子会社の名称

 大日本紙業株式会社、日本ハイパック株式会

社、東日本ハイパック株式会社、新日本ハイパッ

ク株式会社、宮城ハイパック株式会社、山形ハイ

パック株式会社、富士ハイパック株式会社、株式

会社東装、沼津ハイパック株式会社、株式会社ユ

ニオンパック、神原段ボール株式会社、株式会社

ディー・ピー・エス、株式会社パックスアイチ、

サン・パッケージ株式会社、株式会社エコリー

ブ、蘇州太陽包装有限公司、亦普(上海)包装技術

有限公司、HI-PACK(HK)LTD.、愛柏包装制品貿易

( 深 圳 ) 有 限 公 司、NIPPON HI-PACK(MALAYSIA)

SDN.BHD.、DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD.

２ 持分法の適用に関する事項

   持分法適用会社の数

    関連会社 ０社

 なお、前連結会計年度において持分法適用関連

会社としておりましたNIPPON HI-PACK(THAILAND)

CO.,LTD.は平成19年９月28日に保有していた全株

式を売却したことにより、持分法適用関連会社か

ら除外しておりますが、平成19年１月１日から平

成19年６月30日までの期間について持分法を適用

しております。また、前連結会計年度において持

分 法 適 用 関 連 会 社 と し て お り ま し た

NEW TOYO DYNAPAC CO.,LTD.につきましては平成

19年12月18日に持分を追加取得したことにより連

結子会社としましたが、平成19年１月１日から平

成19年12月31日までの期間について持分法を適用

しております。

２ 持分法の適用に関する事項

   該当事項はありません
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前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致してお

ります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの…決算末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。)

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの…同左

    時価のないもの…移動平均法による原価法     時価のないもの…同左

  ②デリバティブ

    時価法

  ②デリバティブ

同左

  ③たな卸資産 

    製品……主として総平均法に基づく原価法

  ③たな卸資産 

    製品……同左

    仕掛品…主として個別法に基づく原価法または

総平均法による原価法

    仕掛品…同左

    原材料…主として総平均法に基づく低価法     原材料…同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産

    建物

     主として定額法

    その他の有形固定資産

     主として定率法

 なお、主な耐用年数は下記のとおりでありま

す。

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び運搬具 ４～17年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産

    建物

     主として定額法

    その他の有形固定資産

     主として定率法

 なお、主な耐用年数は下記のとおりでありま

す。

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び運搬具 ４～17年

(会計方針の変更)

 当社および国内連結子会社は、平成19年度の法人税

法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３月30日政令 第83号))に

伴い、平成19年４月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業

利益、経常利益および税金等調整前当期純利益がそれ

ぞれ16,546千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は(セグメント

情報)に記載しております。

(追加情報)

 当社および国内連結子会社は、平成19年度の法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間で均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業

利益、経常利益および税金等調整前当期純利益がそれ

ぞれ72,040千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は(セグメント

情報)に記載しております。
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前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

  ②無形固定資産 

    定額法

  ②無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

同左

  ②賞与引当金

   従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

の当連結会計年度に対応する額を計上しておりま

す。

  ②賞与引当金

同左

  ③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による按

分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しております。

  ③退職給付引当金

同左

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

 在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左
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(表示方法の変更) 

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについて特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理によっております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

同左

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

    (ヘッジ手段)

     金利スワップ取引

    (ヘッジ対象)

     借入金の利息

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ヘッジ方針

 金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。

  ③ヘッジ方針

同左

  ④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップについては、特例処理によってい

るため、有効性の評価を省略しております。

  ④ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) 在外連結子会社が採用する会計処理基準

 在外子会社の財務諸表は、当該国において一般

に公正妥当と認められる会計処理基準に基づいて

作成しておりますが、親会社が採用している基準

と重要な差異はありません。

 (7) 在外連結子会社が採用する会計処理基準

同左

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税の会計処理方法 

   税抜方式によっております。

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

 のれんは５年間で均等償却することとしております。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

(連結貸借対照表) (連結貸借対照表)

 連結財務諸表規則の改正によって、前連結会計年度ま

で「無形固定資産」に区分掲記されておりました「連結

調整勘定」は、当連結会計年度より「のれん」として表

示しております。

 前連結会計年度において固定資産の「その他」に含め

て表示しておりました「建設仮勘定」(前連結会計年度

185,888千円)については、資産総額の100分の１超とな

ったため、当連結会計年度より区分掲記しております。
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(7) 連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 
(平成19年12月31日)

当連結会計年度 
(平成20年12月31日)

 

※１ 連結会計年度末日満期手形の会計処理

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって行っております。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機関が休日のた

め、当連結会計年度末日満期手形が次の科目に含ま

れています。

受取手形及び売掛金 410,095千円

支払手形及び買掛金 23,301千円

※１ 連結会計年度末日満期手形の会計処理

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって行っております。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機関が休日のた

め、当連結会計年度末日満期手形が次の科目に含ま

れています。

受取手形及び売掛金 383,472千円

支払手形及び買掛金 19,785千円

その他 23,231千円

 

※２ 担保に供している資産

建物及び構築物 178,127千円

機械装置及び運搬具 428,424千円

土地 453,379千円

計 1,059,931千円

 上記物件については、一年以内返済予定長期借入

金22,440千円および長期借入金133,050千円の担保

に供しております。 

 なお、上記物件は全て工場財団抵当に供しており

ます。

 

※２ 担保に供している資産

建物及び構築物 177,489千円

機械装置及び運搬具 381,889千円

土地 453,379千円

計 1,012,759千円

 上記物件については、一年以内返済予定長期借入

金22,440千円および長期借入金110,610千円の担保

に供しております。 

 なお、上記物件は全て工場財団抵当に供しており

ます。
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(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

※１ 低価基準によるたな卸資産の評価減について

 原材料の低価基準による評価8,691千円は、売上

原価に算入しております。

※１ 低価基準によるたな卸資産の評価減について

 原材料の低価基準による評価5,087千円は、売上

原価に算入しております。

※２ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

運搬費 2,911,147千円

販売手数料及び促進費 62,993千円

貸倒引当金繰入 29,759千円

報酬及び給料手当 2,169,882千円

賞与引当金繰入 120,478千円

退職給付費用 126,502千円

福利厚生費 317,054千円

賃借料 199,208千円

減価償却費 60,652千円

試験研究費 281,724千円

※２ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

運搬費 2,934,495千円

販売手数料及び促進費 50,327千円

貸倒引当金繰入 4,213千円

報酬及び給料手当 2,154,403千円

賞与引当金繰入 126,857千円

退職給付費用 134,560千円

福利厚生費 293,597千円

賃借料 206,249千円

減価償却費 54,411千円

試験研究費 262,779千円

※３ 研究開発費の総額

 一般管理費に含まれる研究開発費は281,724千円

であります。

※３ 研究開発費の総額

 一般管理費に含まれる研究開発費は262,779千円

であります。

※４ リース契約の解除により支払うことを要しなくな

った額であります。

―――――

 

※５ 固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであり

ます。

機械装置及び運搬具 2,430千円

※５ 固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 269,178千円

機械装置及び運搬具 4,668千円

土地 1,712,918千円

計 1,986,764千円

※６ 固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

機械装置及び運搬具 14,865千円

土地 5,067千円

その他の有形固定資産 35千円

計 19,968千円
 

※６ 固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

機械装置及び運搬具 2,802千円

土地 11,911千円

計 14,714千円

※７ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 4,650千円

機械装置及び運搬具 21,220千円

その他の有形固定資産 7,901千円

撤去費用 12,440千円

計 46,213千円

※７ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 5,150千円

機械装置及び運搬具 21,212千円

その他の有形固定資産 9,929千円

撤去費用 26,547千円

計 62,840千円

――――― ※８ 特別損失のその他の主な内訳は、次のとおりであ

ります。 

印紙税過怠金 98,839千円

クレーム処理費用 23,536千円

建物名義変更登記費用 19,785千円

役員保険金解約損 3,213千円
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前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

 

※９ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失(千円)

事業用資産
愛知県他 
(4事業所)

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、その
他の有形固
定資産

201,053

※９ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失(千円)

事業用資産
愛知県他
(7事業所)

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、その
他の有形固
定資産

528,881

その他 ― のれん 123,000

合   計 651,881

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位にもとづき資産の用途により、事業用資産について

は主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸用資

産については物件単位で、資産のグルーピングを行って

おります。 

 事業用資産は、営業活動から生ずるキャッシュ・フロ

ーが継続してマイナスとなっている事業所について、減

損処理の要否を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失として計上しております。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フローを3.8％で割り

引いて算定しております。 

 減損損失の内訳は以下のとおりです。 

・事業用資産 201,053千円 

 (内訳は建物及び構築物7,170千円、 

  機械装置及び運搬具177,710千円、 

  その他の有形固定資産16,172千円）

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位にもとづき資産の用途により、事業用資産について

は主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸用資

産については物件単位で、資産のグルーピングを行って

おります。 

 事業用資産は、営業活動から生ずるキャッシュ・フロ

ーが継続してマイナスとなっている事業所について、減

損処理の要否を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失として計上しております。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フローを3.1％で割り

引いて算定しております。 

 減損損失の内訳は以下のとおりです。 

・事業用資産 528,881千円 

 (内訳は建物及び構築物 141,119千円、 

  機械装置及び運搬具 382,493千円、 

  その他の有形固定資産 5,268千円） 

・その他 123,000千円 

 （内訳はのれん 123,000千円）
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 増加数および減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加        30,912株 

  単元未満株式の売渡しによる減少         1,460株 

  ストック・オプションの権利行使による減少    8,000株 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度末残高 29,925千円 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,612,959 ― ― 51,612,959

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,850,502 30,912 9,460 1,871,954

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日 
定時株主総会

普通株式 547,387 11 平成18年12月31日 平成19年３月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月22日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 547,151 11 平成19年12月31日 平成20年３月12日
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当連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 増加数および減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  取締役会決議に基づく自己株式の買取による増加 125,000株 

  単元未満株式の買取りによる増加         26,684株 

  単元未満株式の売渡しによる減少          2,384株 

  ストック・オプションの権利行使による減少    10,000株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度末残高    68,188千円 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,612,959 ― ― 51,612,959

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,871,954 151,684 12,384 2,011,254

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月22日 
取締役会

普通株式 547,151 11 平成19年12月31日 平成20年３月12日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年１月23日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 396,813 ８ 平成20年12月31日 平成21年３月11日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,388,990千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 8,310千円

現金及び現金同等物 2,380,680千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,624,256千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 13,820千円

現金及び現金同等物 1,610,436千円

 

※２ 追加取得により新たに連結子会社となった会社の

資産および負債の主な内訳

   追加取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産および負債の内訳ならびに取得価額と取

得のための支出(純額)との関係は次のとおりであり

ます。 

DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD.(平成19年12月31日現在)

流動資産 227,249千円

固定資産 494,055千円

のれん 288,346千円

流動負債 △658,364千円

固定負債 △135,986千円

為替換算調整勘定 △13千円

持分法適用後の出資金の帳簿価額 

(期首保有分)
△64,734千円

DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD. 

出資金の追加取得価額
150,552千円

DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD.の 

現金及び現金同等物
△19,649千円

差引：DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD. 

取得のための支出
130,902千円

―――――
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(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) 包装材関連事業……段ボールシート、段ボールケース、印刷紙器、美粧段ボールケース、 

オフセット印刷物、プラスチックフィルム、機械設備の販売等 

(2) 不動産賃貸事業……不動産の賃貸 

(3) 製版事業   ……製版 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,254,166千円であり、その主なも

のは、当社本社の経理部等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、18,348,588千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金(現預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

５ 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 (会計方針の変更)」に記載のとおり、当連結会計年度より当社および国内連結子会社は、

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。 

この変更により、従来の方法に比べ当連結会計年度の営業費用は「包装材関連事業」について14,712千円、

「不動産賃貸事業」について1,811千円、「製版事業」について１千円、「全社」について22千円それぞれ

増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  

包装材 
関連事業 
(千円)

不動産
賃貸事業 
(千円)

製版事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

51,090,779 304,348 2,088 51,397,215 ― 51,397,215

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 633,295 520,154 1,153,450 (1,153,450) ―

計 51,090,779 937,643 522,242 52,550,666 (1,153,450) 51,397,215

営業費用 49,713,202 170,327 505,364 50,388,894 100,247 50,489,142

営業利益 1,377,577 767,315 16,878 2,161,771 (1,253,698) 908,073

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 34,938,935 7,934,538 203,503 43,076,977 17,350,856 60,427,834

減価償却費 1,083,615 42,652 11,083 1,137,351 3,879 1,141,231

減損損失 201,053 ― ― 201,053 ― 201,053

資本的支出 3,389,331 201,100 13,566 3,603,998 1,465 3,605,463
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